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図 10 計測位置ごとのピーク変位 

 
(a) S1 (b) S2 (c) S3 (d) S4 

図 11 計測位置ごとのピーク加速度 

        
図 12 変位比率 図 13 加速度比率 (a) 実験値 (b) 解析値 

  図 14 回転比 
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(1) 

図 14(a)、(b)ともに入力 0.05 倍から 0.15 倍の範囲におい

て値が減少する区間を除けば、倍率ごとの回転比𝑖𝑖𝑖𝑖 𝑖𝑖�⁄ は

試験体ごとに概ね一定である。また、実験値では偏心率𝑅𝑅𝑒

の大きい順に並ぶ一方、解析値は概ね 0.6 程度で横並びと

なった。ブレースに構面外変形が生じる倍率においても残

留変形が生じない範囲では、非線形化しても回転比𝑖𝑖𝑖𝑖 𝑖𝑖�⁄
は増加せず、線形応答と同程度であることが分かった。 
4. まとめ 

振動台実験を通じて、在来工法耐震天井を対象に線形範

囲での実験と解析の比較や、ブレース取り付け位置におけ

る応答増加について検討した。以下にまとめを示す。 
[1] 文献 2)に基づく線形範囲における解析は実験との整

合性が良く、実験を概ね再現できた。 
[2] 変位に基づく線形範囲の判別では、試験体間で、線形

の限界に達する際の変位にばらつきが見られた。一方、

ひずみに基づく判別では同程度のひずみであった。 

[3] 無偏心に対して偏心のある試験体では変位のピーク

の比率が入力の上昇とともに 2.0 以上となる場合があ

った。その一方、加速度のピークの比率は 1.5 未満で

あった。 
[4] ブレースに残留変形が生じない範囲では、入力倍率が

上昇しても重心の並進変位のピークに対する回転変

位のピークの比率(回転比)は変化しなかった。 
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複数の手法によるLGS間仕切り壁の振動数と減衰の同定 
 

構造－振動 正会員 ○ 萩原 宙
＊１

   正会員 佐藤大樹
＊２

  

  〃   陳 引力
＊３

        

軽量鉄骨下地 間仕切り壁  固有振動数       

減衰定数   構造ヘルスモニタリング  

 
1. はじめに 
近年の地震災害の実例から，非構造部材に起因する被

害が建物全体の機能停止や損壊拡大に影響を及ぼすこと

が明らかになっている。地震被害を低減するためには，建

物各部の地震時挙動を把握することが重要であり，その

ためには，振動特性の解明が不可欠となる。振動特性を表

す指標として，固有振動数や減衰定数は基本的かつ重要

なパラメータである。構造部材を対象とした既往研究で

は，複数の手法を用いて固有振動数や減衰定数を同定し，

それらの結果を比較検討する研究が報告されている 1)。こ

れらの比較検討を通じて，手法ごとの特徴や同定結果の

差異が議論されている。 
一方，非構造部材である間仕切り壁については，地震被

害との関係が指摘されているものの，振動特性に関する

知見は十分ではなく，複数手法による体系的な比較の報

告例は多くない。そこで本報では，間仕切り壁の観測記録

に対して，応答スペクトル比のカーブフィット法，FDD 
法，および RD 法を適用し，固有振動数および減衰定数
の同定を行い，各手法の結果を比較する。 

 
2. 対象の建物および観測システムの概要 
対象建物は，Fig. 1に示す東京科学大学すずかけ台キャ

ンパスの J2-3棟である 2)。J2-3棟は 20階建ての高さ 91.4 
m の超高層免震建物であり，免震層は 1 階と 2 階の間に
ある。本報では，J3棟 7階の床および間仕切り壁の X方
向（Fig. 1～Fig. 3）の観測データを扱う。加速度計の設置
場所を Fig. 2 に，設置状況を Fig. 3 に示す。加速度計 P0
は床上に，加速度計 P1 と P2 は間仕切り壁の壁面に設置
されている。加速度計 P1 と P2 は Fig. 3 のように床から
それぞれ 1960 mm，1280 mmの高さに設置され，加速度
計 P0は床に設置されており，P0と P1，P2は平面的には
約 5 m離れている。加速度計のサンプリング周波数は 100 
Hz，カットオフ周波数は 31.25 Hzである。 
対象の間仕切り壁は，下地が C65 形＠303，仕上げが

12.5 mmの強化せっこうボードと 9.5 mmの硬質せっこう
ボードの両面 2枚張の仕様である 3)。 

 
Fig. 1 J2-3棟立面図 

 
Fig. 2 7階加速度計設置位置 

 

 
Fig. 3 加速度計 P1，P2設置状況 

 
Identification of Natural Frequency and Damping Ratio of LGS 
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3. 微動計測時刻の概要 
Table 1 に，微動観測の対象となる時刻を示す。対象は

2024 年 7 月から 2025 年 6 月までの各月における原則 10
日，20日，30日の午前 0時 00分 00秒から午前 0時 08分
00秒までの 480秒間である。 

Table 1 対象の日時 
年 月 日付 時刻 

2024 

7 

10日，20日，30日 

0:00:00 ~ 0:08:00 

8 
9 

10 
11 
12 

2025 

1 
2 10日，20日，28日 
3 

10日，20日，30日 
4 
5 
6 

 
4. 各手法の同定の概要 
本章では，観測データの周波数領域情報に基づき，間仕

切り壁の固有振動数および減衰定数を同定する。対象とす

る手法は，応答スペクトル比に基づくカーブフィット法

（SR法），FDD法および RD法であり，各手法の適用方法
を述べる。 

4.1 SR法 
本節では，応答スペクトルの絶対値比を用いてカーブフ

ィットにより振動特性を同定する手法（Spectral Ratio 
method，以下 SR 法）の概要を述べる。480 秒の観測記録
を 12 秒×40 区間に分割し，各区間のフーリエ振幅スペ
クトルを算出し，平均することでスペクトルの平滑化処理

を行う。加速度計 P1 または P2（Fig. 3）の平均スペクト
ルを加速度計 P0 の平均スペクトルで除すことで，スペク
トル比 𝐻𝐻obs を求める（式 (1)）。 

𝐻𝐻obs =
|𝐹𝐹P𝑖𝑖|
|𝐹𝐹P0| (1) 

|𝐹𝐹P𝑖𝑖|:加速度計 P1,P2の平均フーリエ振幅スペクトル 
|𝐹𝐹P0|:加速度計 P0の平均フーリエ振幅スペクトル 
本報では，式 (2)に示す 1質点系の周波数応答関数の振

幅モデルを同定に用いる。式 (2)の第 2項は，高次モード
の影響を近似的に表す定数項である。 

𝐻𝐻est = ||𝑏𝑏1
(

 
1 + 2ℎ1 (

𝑓𝑓
𝑓𝑓1) 𝑖𝑖

1− (𝑓𝑓𝑓𝑓1)
2

+ 2ℎ1 (
𝑓𝑓
𝑓𝑓1) 𝑖𝑖)

 + 𝐶𝐶|| (2) 

𝑏𝑏1:比例係数，ℎ1:減衰定数，𝑓𝑓1:固有振動数，𝐶𝐶:定数，𝑓𝑓:振動数 
未知数（𝑏𝑏1，ℎ1，𝑓𝑓1，𝐶𝐶）は，𝐻𝐻obsと𝐻𝐻estの残差二乗和を

𝑓𝑓v  から𝑓𝑓e  までの範囲で最小とするように求め，最小二乗法
により同定した（式 (3)）。本報では，1次ピーク周辺をフ
ィットするため，𝑓𝑓v = 6.5 Hz，𝑓𝑓e = 9.5 Hzとした。 

𝑆𝑆 = ∫ (𝐻𝐻obs − 𝐻𝐻est)2
𝑓𝑓e

𝑓𝑓v
𝑑𝑑𝑑𝑑 (3) 

Fig. 4に，同定の例を示す。Fig. 4より，フィット範囲内
において，𝐻𝐻estは𝐻𝐻obsのピーク形状を良好に再現している
ことが確認される。 

 
Fig. 4 スペクトル比の同定の一例（2025/01/10，P1） 

4.2 FDD法 
本節では，Frequency Domain Decomposition 法 4)（以降

FDD法）による同定の概要を述べる。加速度計 P1および
P2（Fig. 3）の 480秒間の観測記録を 12秒ごとに 40区間
に分割し，各区間に対して FDD 解析を行い，得られた特
異値スペクトル（Singular value spectrum）を平均して，ス
ペクトルの平滑化を行った。 
次に，この特異値曲線における一次ピークについて，周

辺のピーク成分の混入による包絡の変調が生じないよう

配慮して，観測データごとにバンド幅を適宜設定し，バン

ドパスフィルタ処理を施した（Fig. 5）。 
フィルタ処理後の信号を逆フーリエ変換することで時

刻歴波形を抽出し，これを 1自由度系の自由減衰振動とみ
なして最小二乗法により減衰定数を同定した。なお，同定

には，抽出波形の 2 個目の極小値から 7 個目の極小値ま 

 
Fig. 5 特異値スペクトルの例（2025/01/10，P1） 

 
Fig. 6 FDD法での波形の比較（2025/01/10，P1）  

バンド幅 
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フィルタ処理後の信号を逆フーリエ変換することで時

刻歴波形を抽出し，これを 1自由度系の自由減衰振動とみ
なして最小二乗法により減衰定数を同定した。なお，同定

には，抽出波形の 2 個目の極小値から 7 個目の極小値ま 

 
Fig. 5 特異値スペクトルの例（2025/01/10，P1） 

 
Fig. 6 FDD法での波形の比較（2025/01/10，P1）  

バンド幅 

フィット範囲 

フィッティング区間 
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での区間でフィッティングをした（Fig. 6）。 
Fig. 5に，平均化して得られた特異値曲線と，設定した

バンド幅の一例を示す。Fig. 6には，Fig. 5のバンド幅に基
づいて抽出した波形（IFFT，青色）と，同定結果（Estimation，
赤色）の比較例を示す。Fig. 6より，抽出波形は単一モー
ドが支配的な減衰振動となっており，本手法により精度よ

く同定できていることが確認される。 
4.3 RD法 
本節では，Random Decrement法（以降 RD法）5)による

振動特性同定の概要を述べる。加速度計 P1および P2（Fig. 
3）の 480 秒間の観測記録に対して，4.2 節の FDD 法と同
一の周波数帯に基づいてバンドパスフィルタ処理を施し

た。次に，フィルタ処理後の加速度波形について，すべて

の極大値を起点として 1秒間の区間波形を抽出し，これら
を平均化することで RD波形を算出した。 
得られた RD波形を 1自由度系の自由減衰振動とみな 

 
Fig. 7 RD法での波形の比較（2025/01/10，P1）  

し，最小二乗法により減衰定数を同定した。なお，4.2 節
と同様に抽出波形の 2 個目の極小値から 7 個目の極小値
までの区間でフィッティングをした（Fig. 7）。 

Fig. 7に，RD波形（Average RD wave，青色）と同定結
果（Estimation，赤色）の比較例を示す。Fig. 7より，平均
化により得られたRD波形は単一モードが支配的な滑らか
な減衰振動となっており，本手法により精度よく同定でき

ていることが確認される。 
 
5. 同定結果 
5.1 同定結果の概要 

Fig. 8(a) および (b) に，各観測日における固有振動数お
よび減衰定数の同定結果を示す。横軸は観測日，縦軸はそ

れぞれ固有振動数および減衰定数であり，SR法，FDD法，
RD 法の各手法について，加速度計 P1 および P2（Fig. 3）
の結果を併せて示している。 
まず，Fig. 8(a) の固有振動数の同定結果について述べる。

いずれの観測日においても，各手法および両加速度計によ

る結果は 7.5 Hz〜8.5 Hzの範囲に収まり，概ね一致してい
る。また，手法や加速度計位置による差はほとんど認めら

れない。これは，いずれの手法においても同一のモード成

分を適切に捉えており，固有振動数については安定して同

定が行えていることを示している。一方，Fig. 8(b)に示す
減衰定数の同定結果では，手法間で明確な系統差が認めら

れる。FDD法と RD法による同定結果は互いによく一致し

 
(a)固有振動数 

 

 
(b)減衰定数 

 

Fig. 8 同定結果

フィッティング区間 
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ており，これは既往研究とも整合する結果である 1)。これ

ら 2手法の同定値が概ね 2%〜5%の範囲で推移しているの
に対し，SR 法は他 2 手法に比べて大きな値を示す傾向が
認められる。この差異は，各手法における評価プロセスの

違いに起因すると考えられる。SR 法は応答スペクトル比
のピーク付近の概形全体をカーブフィットして評価を行

うため，周辺のノイズや近接モードの影響を含んで減衰が

大きく評価されやすい。これに対し，FDD法および RD法
では，包絡の変調を避けるように狭いフィルタ処理によっ

て抽出した波形に基づいて評価を行う。そのため，周辺成

分の影響が抑制され，SR 法と比較して減衰が小さめに同
定される傾向を示したと考えられる。 
5.2 振動振幅レベルと減衰定数の関係（FDD 法・RD 法） 

4.2 節および 4.3 節で行ったバンドパスフィルタ処理後
の加速度波形の標準偏差と，FDD法および RD法で同定さ
れた減衰定数の関係を Fig. 9に示す。また，標準偏差の区
間ごとの減衰定数の平均値を Table 2に示す。なお，SR法
の分析ではバンドパスフィルタ処理を行っていないため，

本節では考察の対象外とした。 
Fig. 9より，いずれの手法においても，加速度波形の標

準偏差が増大するにつれて，同定される減衰定数も大きく

なる傾向が確認された。Table 2に示す通り，標準偏差 0.06 
cm/s2 未満の区間と比較し，0.08 cm/s2 以上の区間では，減
衰定数の平均値が約 0.6〜1.0％程度上昇している。この傾
向は，対象とした間仕切り壁が部材間の接触や摩擦，ある

いはガタツキ等の影響を受けやすい構造特性を持つため，

微小振幅領域であっても振幅の増大に伴ってこれらの非

線形挙動が顕在化し，見かけの減衰性能が変動する「振幅

依存性」を捉えている可能性がある。 
以上より，FDD法および RD法による同定結果は，入力

波形の振幅レベルの影響を受けて変動する傾向が認めら

れることが示された。微小振動記録を用いた評価において

は，対象波形の振幅レベル（標準偏差）に留意し，適切な

記録の選定を行う必要がある。 

 
Fig. 9 波形の標準偏差と同定された減衰定数の関係 

Table 2 手法ごとの減衰定数の平均値 
標準偏差 

[cm/s2] 
0.06未満 0.06 ~ 0.08 0.08 以上 全データ 

FDD法 2.69 [%] 2.77 [%] 3.25 [%] 2.82 [%] 
RD法 2.59 [%] 2.83 [%] 3.54 [%] 2.86 [%] 
データ数 31 28 13 72 

 
6. まとめ 
本報では，間仕切り壁の観測記録に対して，複数の手法

によって固有振動数・減衰定数の同定を行った。以下に得

られた知見を示す。 
(1) SR 法では応答スペクトル比によるカーブフィットを，

FDD 法および RD 法ではバンドパスフィルタ処理後
の波形抽出を行った結果，各手法において，固有振動

数と減衰定数を精度よく同定できた。 
(2) 同定結果は，固有振動数は日付や手法および加速度計
に依らず 7.5 Hz ~ 8.5 Hzでほぼ一定であった一方，減
衰定数は観測日や手法によって異なる結果となった。

特に，FDD法・RD法は類似していたが，SR法では他
2手法よりも大きな減衰定数が同定された。 

(3) FDD法および RD法では，加速度波形の標準偏差が増
大するにつれて減衰定数の同定結果も大きくなる，振

幅依存性が確認された。このため，微動による減衰評

価では振幅レベルに留意した記録選定が不可欠だと

言える。 
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